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　戦後日本の労使関係はいくつかの転機を経て現在に
いたっているが，これらの転機は労使関係の変質と呼
んでよい大きな転換を含んでいる。基本的にはその転
換は戦後日本資本主義の蓄積構造の再編とかかわるも
のであるが，視点を企業内の使用者と従業員との関係
に限定してみるならば，「従業員」身分についての理
解の極めて大きな変化を生み出したと言うことができ
る。戦後社会において労働者階級の諸権利が公認され
たとき，労働者＝従業員が企業のなかにおいていかな
る権利を持つものであるかについては，法制上の諸規
定の解釈も含めて，その認識は甚しく不明確であり，
不統一であった。戦争直後においては，その認識を確
定することこそが労使関係の最大の争点であり，その
確定の過程が現在の労使関係制度を形成する過程であ
ったと言ってもよい。
　問題状況を簡略に整理すると次の通りである。戦
後，労働者階級に団結権，交渉権が公認され，労働組
合が結成されたときに，企業別組合という組織形態を
通じて実現された団結権，交渉権は，事実上従業員集
団の企業内発言権を意味するものであった。組織の範
囲が管理職にまで及んだことによって，その発言権は
執行機能を包摂するものとなった。さらに，戦後生活
環境を反映して賃金闘争が生産管理の様式でおし進め
られた結果，この組織の交渉力は日常的に経営を掌握
する内容を持つにいたった。労使協議制の形式によっ
て構成された経営協議会は，したがって事実上の経営
首理機関としての役割を帯びるにいたった。この労使
関係が実現した自由で平等な労使関係は，経営権につ
いても平等な関係を労使双方に認めるものとなり，資
本主義的企業の運営を企業を構成する全構成員の会議
≠艪ｾねる結果となり，私有財産制度に対する根本的
な変革に至らざるを得ない状況を作り出した。
　その後の労使関係の変動を生み出したのは，このよ
うな戦後期の労使関係構造と資本主義経済の再建，発
展との衝突であり．貫徹されたものは，経営権からの
労働者集団の排除である。しかしこの過程を複雑な紛
争の過程とせざるを得なかったのは，戦後期の労使関
係のこのような構造が「民主主義原理」の戦後期的な
適用であり，したがって紛争が民主主義的権利につい
ての労使ならびに労働者内部の多様な発想の整序とし
て行なわれなければならなかったためである。貫徹さ
れた経営権の確立は，近代的市民社会の原理としての
民主主義の貫徹として評価しうるが，同時にそれは戦
後社会の労働者の権利についての強い抑制を含むもの
であり，企業別組合機能にとっては著しい後退となら
ざるを得なかった。
　本稿は，このような問題状況把握の上で，戦後労使
関係についての民主主義の概念の多様性を分析し，そ
のいくつかを戦後日本資本主義の発展過程との関連に
おいて位置づけたものである。
　　1．　戦後民主化と労使関係
　（1）戦後「民主化」が目ざしたもの
　「戦後期」の民主化は，敗戦という既成権力の倒潰
の局面において，独自に民主主義権力を作り出す国民
的運動が欠如していたため，占領軍の行政によってそ
の軌道が敷かれた。
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　しかし，「ポツダム宣言」（1945．7．26）やアメリカ
政府の「日本占領および管理のための連合国最高司
令長官に対する降伏後における初期の基本的指令ゴ
（1945．11．1），あるいは極東委員会の「降伏後の対
日基本政策」（1947．7．1）などに表明されている占
領政策は，「経済制度の民主化」という領域について
見ると，「所得と生産および商業手段の所得権を広く
分配することを許し」，「労働，産業，農業における民主
主義的基礎の上に組織された団体の発達」を「奨励し
且つこれに好意を示す」（上掲アメリカ政府文書）と
いう，表現上は多義的な解釈を許す一般的方向を示す
にとどまり，その具体的内容は日本における運動の帰
趨に委ねられていた。「日本人は自由主義的民主主i義
的目的を達成するためには，暴力をも使用することが
できる」1）という，アメリカ政府方針発表直後の政策
主案者の発言ほ，占領下の日本の経済あるいは社会の
構造を日本国民に選ばしめようとするものであり，日
本の将来の経済制度に対する占領軍政策が不確定な状
況を示していたことを証明している2）。この不碓i定な
状況の中で，日本の労働運動は「民主化」をどのよう
な内容で意識していたのであろうか。運動の中で具体
的に試みられたことからそれを探ってみよう。
　労働組合運動は，敗戦後の立ち上りこそ遅れたが，
組織化が始まった後は一挙に沸騰した。ここで注目さ
れたことぽ，運動が「生産管理」という，労働者が経
営を占領する形態で進められたことであった。この運
動を代表するのは，1945年10月23日～12月i3日の第一
次読売争議であったが，この争議では闘争委員会（従
業員組合員よりなる）の指導のもとで，編集・印刷・
発刊の業務を労働者が掌握し，資本所有者を社外に排
除して企業を運営したのであつた，これが，解放され
た労働者が独自に作り出した労働の形態であり，同時
に既成の権利関係を否定する闘争の形態であった。こ
の争議において労働者が掲げた目標は，1945年10月23
日の社員大会の決議によれば，??読売新聞社従業員組合の結成
社内機構の決定的民主化
従業員の人格尊重と待遇改善
自主的消費組合並びに共済組合の結成
であった。このうち第一，四項は労働老の自主的組織
の確立を唱えたもので，．f従業員組合」という自己規
定に特徴があり，第三項は戦前♂戦時における労働者
に対する支配機構の清算を主張したものである。当面
の問題は，第二項の「社内機構の民主化」が何を意味
するものであったかということであるが，これについ
て山本潔氏は次のようにまとめている。・
　L　有限会社から株式会社に機構改革し，株式を公
　　開して，一種の従業員持株制度を導入する。
　2．　資本と経営を分離しs重役会議と従業員組合代
　　表とで構成する経営管理委員会を組織し，全社員
　　の待遇改善と各部局の重要人事を決定する3）。
　ここに見られる特徴は，企業を資本所有者の意志か
ら切離し，企業体の内部におかれた統御機構による運
営を保障しようとしていることであり，この統御機構
に労使の交渉を織り込むことによって労使の共同管理
を作り出すことを意図している。読売新聞の場合に
は，これらの主張が，戦前・戦時の言論界の行動に対
する自己批判に支えられたイデオロギー的運動の中で
打出され，編集権をめぐる闘争を中心に運動が展開し
たが，それが単に新聞という産業の特殊性を根拠とす
る運動ではなかったことは，この運動の形式が極めて
急速に他産業に波及し，この時期の労働運動の類型を
形づくるにいたったことによって明らかである。1945
年12月10日～29日の京成電鉄争議，1946年1月12日～
29日の東芝争議など，この時期の重要な争議の形態
は，組合が生産管理闘争によって経営協議会の設置を
要求し，この経営協議会を通じて爾後の経営に労働者
の主張を反映せしめようとすることをもって，共通の
要素としていた。
　②　労働組合の発言権の強化
　この「生産管理闘争→経営協議会」というパターン
は，一面においては，山本潔氏がその分析で主要な側
面として描き出したように，日本資本主義の戦後危機
における革命的情勢の解消の形式を意味していた。す
なわち，山本氏は生産管理が，私有財産制の否定とい
う革命戦略にもとつく戦術としては，必然的に工場ソ
ヴェトとしての発展が不可避であり，大衆示威行動と
結合して社会主義的経済機構を生み出さざるを得なか
ったにもかかわらず，運動のリーダーにおける社会主
義革命の目的意識の稀薄さと，生産管理の「争議戦
術」への罎小化とによって，GH9の大衆示威禁止の
命令（1946．5，20）に抵抗することができず，変革の
機会を逸したという経緯に，この運動の歴史的意義を
見出している4）。そしてその定着としての経営協議会
については，「生産管理→国家権力奪取という路戦に
変わって形成された，生産管理→労資による「経営協
議会』→議会を通じての民主人民政府樹立という社会
改良路線」という図式の中に位置づけられる，「労働
者を企業ごとに労資協調の路線に組み込んでいく組織
的保障」としてその本質を規定されている5）。この見
方にしたがえば，生産管理闘争の意義は，その当事者
の意識の如何にかかわらず，客観的には社会主義革命
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運動であり，経営協議会の形成はその路線の齪酷が生
んだ労資協調の迷路であったことになる。
　しかし，戦後の日本労働運動が直面した課題は，は
たして社会主義革命だけだったのであろうか。たしか
に，第二次大戦における敗戦という危機は，世界資本
主義の発展段階に照らして見て，山本氏の指適するよ
うに労働運動が社会主義かを選択する局面であった。
しかしそれは，わが国の戦後危機が日本の労働者階級
に課していた課題がそうであったということであり，
山本氏が強調する敗戦から労働運動の開始までのニカ
月間の空白が示しているように，わが国の労働者階級
の主体的条件はそれに対応するようには形成されてお
らず，占領軍の政策が持っていた圧倒的な影響力に対
抗してその課題にこたえる条件はなかったと言わざる
を得ないであろう。このような主体的条件を考慮すれ
ば，社会主義革命が客観的な課題であったと規定する
ことにも疑問を持たざるを得ない。具体的には，占領
軍進駐の後において，その労働組合育成方針のもとで
活動を始めた労働者階級は，組織的には従業員組合を
形づくりながら，その組織によって可能となった課題
のあり方を模索していたというべきであろう。したが
って，この運動が社会主義革命の路線から外れて行っ
たとしても．それを「挫折」と捉えるよりもJその過
程で何が達成されたかということが，この運動を評価
する場合の視点でなければならない。
　このような視点に立てば，「生産管理→経営協議会」
というパターンは，戦後の労働運動が作り出した。経
営権を労働組合が「掌握」するという，戦後の労使の
力関係の制度的定着であったと理解することができ
る。すなわち，経営協議会は生産管理闘争がその内容
としていた既成の権威の否認，・労働者組織による企業
運営を，闘争形態から平時の形態に移しかえる機構で
あり，日常的生産管理の機構であった。戦後的状況を
反映して，労働運動が日本経済の破綻から労働者生活
を守ることに出発したことは言うまでもないが，その
労働者生活の擁護の活動が企業運営への労働組合の発
言権の強化という形式に収れんされたことは，この時
期の労働運動の特殊性である。言いかえれば，労働者
の生活擁護が，街頭的大衆行動や非妥協的団体交渉に
よって確保されるのではなく，企業運営での労働老の
イニシャティヴを確立することによって達成されると
いう戦略的展望があったものとして，この時期の運動
の性格を捉える必要がある。
　㈲　「経営民主化」の意味するもの
　経営協議会の実態は，労働省労政局の整理によれ
ば，経営全般の事項についての協議決定機関としての
強い権限を持っていたにもかかわらず，その設置の基
盤としての労働協約は抽象的で，労働条件もまたこの
協議会での決定に委ねられていたから，協議体である
と同時に団体交渉機関という性格も持っていたとされ
ている6）。労使協議と団体交渉の区分が明確ではな
く，また労使協議の範囲が無限定であるというこの実
態は，経営協議会が事実上企業運営の中枢であったこ
とを物語っている。実例に当ってみても，京成電鉄の
経営協議会は「労働条件，福利，技術はもとより，一
般事業計画，人事，経理迄も協議会に付議される。人
事は重役以下全従業員の採用，解雇，異動等すべて組
合の承認を要し，経理に関しては利益配当まですべて
協議会にかけられることになっているという状況であ
り，協議機関ではあるが協議整わない場合は労使が飽
くまで折衡するので，非常に強い力をもつものであっ
た」7）といわれ，関東工業の例では「本会議に付議す
べき事項」として，資本金の増減，一件10万円以上の
資本金の調達投資，事業改廃新設，取締役，監査役の
任命，従業員の雇用・解雇，取締役・監査役・従業員
の給与，会社資産の処分，「その他本会において必要
と認めた事項」となっており8），その権限は，株主総
会を含む企業運営のあらゆる機関の権限の上位に位置
していたのである。
　戦時体制に集約されていた抑圧機構の瓦解ととも
に，日本の労働運動が作り出したこのような労使関係
の様式は，政治的民主主義と企業内の民主主義，つま
り「経営民主化」との関連を示している。日本の労働
者にとって，抑圧からの解放とは企業内での身分的序
列の解体であり，民主化とは企業内では使用者と労働
者の同化であった。これは政治的民主化すなわち平等
化・同権化が，産業に持ち込まれた姿を示しており，
企業内部の平等化・同権化がその帰結だったのであ
る。使用するものとされるもの，管理するものと管理
されるものの区分自体が，平等な権利という民主主義
の原則に反するものとされていた。これが「民主化」
という用語によって日本の労働者が最初に作り出した
企業内秩序のイメージだったのである。
　　2．　「民主化」の矛盾とその展開
　（1）経営協議会の性格
　既成秩序を解体し，新しい秩序における権威を平等
主義的な原則にもとついて機築しようとした戦後「民
主化」運動が，企業を単位として，従業員によってお
し進められ，その結果が企業の制度としての経営協議
会に制度化されたことは，戦後期の最初の運動の明ら
かな特徴である。日本における独特の労働組合として
の企業別組含の形成との関連でしばしば指摘されるこ
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の特徴は，労働者がこの運動によって達成しようとし
ていた社会秩序のあり方によって規定されたものであ
り，労働組合の組織形態は，この社会秩序の中で機能
する労働組合にふさわしいものとして，副次的に作り
出されたものと見るべきであろう。戦前からの家父長
的労務管理や戦時の産業報国会という強制的組織の反
映として戦後の企業別組合の根拠を捉える見方も，詳
述する余裕はないがj戦後の労働運動の本質にもとつ
く把握とは言いがたい。旧秩序の崩壊に際して日本の
労働者が志向した社会秩序が，平等な人間関係を内包
する自治体としての企業という社会であったというこ
とが，これらの事象の底流にほかならない。
　読売新聞の場合には，使用者側が持つ機能は，役員
会を構成して企業法人を維持することにほんど限定さ
れ，新聞の編集・発行・販売業務の責任者はすべて旧
闘争委員会のメンバーが占め，最高闘争委員長，のち
の従業員組合長鈴木東氏が編集局長に就任した。図式
的に云えば，経営者固有の機能は，対外的に企業を代
表し，資金、資材を調達して企業という外枠を構成す
ることにあり，その枠の中での企業の運営は，労働組
合幹部を代表者とする従業員の自治活動によるところ
となった。したがって，生産管理から経営協議への展
開は，一言で言えば従業員の自治体としての企業社会
の形成であった。これが当時の労使関係の原則として
それなりに現実的であったことは，資本家団体である
経済同友会の中に設けられた経済民主化研究会が1947
年8月6日に発表した「企業経営の民主化」という文
書の中で，資本家側の戦後の企業のあり方の展望とし
て，次のように述べられていることによっても裏づけ
られている。
　「われわれが企業経営の民主化によってその基本的
構造として考えるところは資本と経営の分離である。
すなわち経営者を企業の運営に関し公共の利益を代表
し，且つ最高の責任を負うべぎ経営機能者として完全
に独立せしめ，これを媒体として本来対立関係にある
労資を協同関係に導かんとするものである。（中略）
かぐして経営者を独立せしめることによって資本の地
位を一歩後退せしめると同時に労働の地位を引上げ，
両者を並列せしめることを措いては，企業運営の民主
化を望み得ないというのが，本報告の基調として一貫
している考え方である。また企業民主化の問題に関す
る本会の論議において，常にその前提となったもの
は，企業が社会の公器であり，したがって資本，労
働，経営の三者それぞれの個別的利益のためのみに存
在しているものと考えられてはならないという認識で
あった」9）。
　この考えにもとついて，同会は経営者の資本家に対
する受託関係を否定し，資本家，労働者，経営者の各
代表によって構成される「企業総会」によって取締役
の選任を行なわせ，労働者もこれを通じて取締役たり
得る道を開くことを提言している。
　この考えは極く月並みな経営参加論と見ることがで
きるかも知れない。しかし，戦後の暗中模索の過程で
資本家団体から出されたこのような提案の存在は，そ
の時点で労働組合が企業を従業員の自治の領域として
構想することを，それほど非現実的なものとはしなか
ったはずである。経営協議会は，ここに述べられてい
るような，経営者を「経営技術者」として独立せし
め，それが軸となって「労資協調」の実をあげるとい
う構想とはもちろん同じではない。しかし企業を「社
会の公器」として資本から切離し，ここに協同体を形
成しようとする試みは，企業の民主化が資本と労働と
の契約的関係を意味するのではなく，それを止揚する
ことを条件とするという認識が，資本の側に立つ人に
も含めて一般的であったことを示しており，同じく階
級関係の止揚を「民主化」の内実と捉えていた労働運
動に対して，従業員の社会である企業を，その構成員
である従業員の自治によって運営することの正当性を
確信せしめる環境があったことを物語っている。
　②　民主化が内包する矛盾の「外化」
　しかし，従業員の「自治体」であったとしても，企
業がひとつの社会機構として活動するためには，指揮
・命令系統が必要であり，権限の配分が必要である。
自治体は自治体なりに内部統制を持たなければならな
い。読売新聞においては，すでに述べたように，組合
幹部が職制に就任する形態でそれが遂行された。これ
はひとつの解決策であったに違いない。既存の社内の
管理・運営機構を労働組合がそのまま掌握し，組合機
構を通じて与えられた幹部の指導的地位と企業の運営
における指導的地位とを重ね合わせるこの方法は，「
威の変換を急速に行なわなければならなかったこの時
期にふさわしい，最も簡単な方法であったと言えるで
あろう。しかしながら，労働組合内部のヒエラルキー
と企業運営のヒエラルキーとが同質であるという保障
はない。資本蓄積のための装置としての企業の管理・
運営は，組合民主主義を原則とする労働組合の管理・
運営とは乖離する宿命にあり，この乖離が，一面では
組合幹部の「立身出世」への一般組合員の反発を生
み，他面では，読売新聞について山本氏が指摘してい
るように1D），組合機能の経営協議会への埋没を生ん
で，労働組合が空調化してしまう結果に結びつく可能
性をはらんでいた。
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　戦後の「民主化」闘争が，この場合のように既存の
管理・運営機構を温存することなく，むしろその解体
をおし進めた場合も多い。三菱美唄炭坑の「人民裁
判」事件をはじめとする当時の運動に含まれた大衆的
「圧力」は，職制の機能をほとんど無に帰せしめ，単
なる事務総括者に過ぎないものとしていた。東芝の
1946年4月5日付「約定書」に盛られた経営協議会の
規程では，「会社ノ組織及ビ人事ノ民主的運営及ビ改
善二関スル事項」を協議決定事項としており，職制の
権威は自治的機関としての経営協議会の権威に従属す
るものとなっていた。このような中で曲りなりにも職
制機構が残され，企業の運営が可能であったのは．一
般的には，職制をも組合員とするいわゆる「混合組
合」という特性を持った企業別組合のあり方によって
であった。職制の大部分を組合員として包含し，彼ら
にも組合員として平等の権利を認めたこの組合組織に
おいては，企業の管理・運営の機能が組合員の持つ職
分として受け入れられ，管理機能と組合機能との間の
敵対的な関係が，組合員相互の「立場」の関係に薄め
られ，融和された。この「立場」をたがいに認め合う
関係ほど，企業を従業員の自治体として形成して行こ
うとする志向にふさわしいものはない。それは管理に
必要な機構を温存しながら，同時に全員の合意を確保
している。このような意味で；全員組織の企業別組合
を形成することによって，戦後「民主化」は日常的な
管理運営機構の基盤を見出すことができたのである。
　しかし，「民主化」の矛盾もまた同じところにあっ
た。企業内に平等な権利関係を作り出す機構と，管理
するものと管理されるものとの関係を作り出す機構と
が，同じ企業別組合に制度的基盤を持つことは，所詮
脆弱なジョイントで支えられた大きな構築物のような
不安定さを内包していた。この不安定さは様々な形で
露呈するはずであった。第一には読売の場合のよう
　　　　　　　　　　　　　りに，組合幹部が会社幹部としての権限を帯び，組合機
能はこれらの幹部の権限に吸収されて，労働組合の従
業員への定着が不完全になる傾向があり，第二には自
治体を形づくるはずの労働者諸階層の結合が形式的に
とどまり，その利害対立が徐々に表面化することであ
り，第三にはこの自治体が作り出す生産力が，日本経
済の展開から要請される生産力に到達できないことで
あった。これらの不安定さは，この自治体に加えられ
る外圧の内容によって異なった形で露皇されることに
なったが，要はそのような帰結が，外圧が加えられた
という外的要因のみに帰せられるべきではなく，内包
され七いた矛盾の外化としても把握されなければなら
ないということである。この矛盾の外化によってわが
国の労働運動は，戦後「民主化」に包含されたいた多
義的な内容が，互いに否定し合う要素を持っているこ
とを発見したのである。多くの人々にとって，「民主
化」が資本主義的秩序の確立を意味するという，近代
化を軸とする史観からすれば当然な命題一それは
「戦後危機」が終ったときには貫徹されていた一は，
ひとつの新しい発見であり，驚きであったに違いない。
このエピローグを追いながら，「民主化」の変質の過
程を辿ってみよう。
　（3）戦後的労働組合の否認
　1946年5月のアチソン反共声明，翌年のこ・一スト
禁止のGHΩ命令と，次第に明瞭になり始めたアメリ
カの日本占領政策を基盤に，日本経済の資本主義的再
建はようやく具体的な計画を生み出し始めた。労使関
係の領域にそれが姿をあらわしたひとつの局面は，片
山内閣（1947年5月～1948年2月）のもとでのインフ
レ収xe　・一再生産軌道回復の試みである「新物価体系」
であった。これは公定物価水準を戦前（昭9～11和年
基準）の60～65倍，賃金水準を同じく27～8倍とす
る，耐乏生活を前提とする企業活動の再建計画であ
り，全業種の平均賃金を1，800円平均（べ一ス）とす
ることを打出していた。「ベース賃金」という発想の
中に，賃金＝労働者生活の問題を賃金＝企業の労務費
の問題として把握する論理がすでに生じていることを
見逃すべきではない。「賃金管理」が賃金の総額管理
という基礎的な領域で復活したのである。戦後「民主
化」の中で労働運動が作り出した賃金のあり方は，
「電産型賃金体系」に代表される生活費賃金であった
が，ベース賃金の登場は，生計費などの積み上げによ
って算出される賃金要求に対して，経営再建の条件か
ら割り出された限界を明示した。占領政策の転換と国
内の支配体制の立ち直りは，無人の荒野を行くような
労働運動の歩みをおしとどめるにいたったのであっ
た。電産型賃金体系を電気産業の「民主化」と切り離
しがたく結びつけていた労働組合の主張11）からすれ
ば，この賃金体系に加えられた圧力を，単に水準の高
さにかかわる問題としてではなく，労働運動の原則に
加えられた圧力として組合が受けとったことは当然で
あった。
　このような情勢の変化に際して労働組合の「民主
化」運動は，「民主化」を徹底することが日本経済の
再建であるという従来の公準を失った。戦後の労働組
合運動が獲得した労使関係上の諸権利や労働条件決定
の原則を変更することなしに，日本の資本主義的再建
は不可能だったのであり，この新しい政策路線には経
営協議会のような経営の運営機構の存在は許されなか
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った。しかし労使関係上の既得権を確保することなし
には，労働組合は労働者の利益を守る組織として機能
することができなかった。要するに，日本の資本主義
的再建路線の成立は，戦後「民主化」を清算するか否
かという対立を呼び起したのみではなく，戦後の労働
組合の存在を認めるか否かという対立に通じていたの
である。アメリカ政府が対日援助の条件として日本経
済の安定＝イソフレ抑制と財政ならびに企業経営にお
ける資本主義的原則の復活を要求し，この政策が占領
軍当局を頭ごしにしてまで強行されたt2）ことは，日本
国内における合意形成というプロセスを省略して，日
本の資本主義的再編が遂行されたことを意味するが，
労働組合運動には，資本主義経済にもとつく運動を展
開するための組織的条件は用意されていなかった。こ
のような状態にふさわしい労働組合の機能は，雇用や
労働条件に関する強力な「交渉」を展開する契約的立
場に立つ労働組合であったであろうが，もし企業別組
合がそのような機能を展開しようとすれば，さきにあ
げたような不安定要因がたちまち表面化するはずであ
った。そして事実それらは，組織分裂といういたまし
い形で現実化したのである。
　ドッジ・ラインのもとでの行政整理や企業整備が進
行している過程で，労働組合運動はこれに抵抗する結
集を強めるよりは，産別の共産党一辺倒を拒否する産
別民主化同盟の勢力増大によって，内部対立あるいは
分裂を深めていた。彼らもまた「民主化」を主張した
が」それは日本経済や企業の民主化ではなく，労働組
合運営の民主化であったのである。日本社会や企業の
民主化を企業を従業員の自治体とすることによって達
成しようとしたそれまでの労働運動は，そのために労
働組合組織の運営については何らかの形での内部統制
を作り出さなければならなかった。産別会議の運動に
組み込まれた労働組合では確かに共産党のフラクショ
ソ活動が組合民主主義を抑制していたが，仮りに共産
党のフラクション活動がなかったとしても，この時期
の組合活動は別の形の「指導」体を生み出さずにはお
かなかったであろう。労働組合自身が企業運営の統制
機構を作り出さなければ，企業がひとつの目的に向か
って活動する組織体として存在することができなかっ
たからであり，もし労働組合以外の主体によって統制
機構を作り出そうとすれば，労働運動がこの時期にそ
れ自身課題とした既成の支配秩序の解体という目的を
放棄しなければならなかったからである。
　民主化同盟の運動は，労働組合の内部に作り出され
た統制機構を，組合民主主義を主張することによって
否定したが，その代償として企業の民主化という戦後
労働運動の当初の課題を手放したことになる。それは
共産党の支配から労働組合を自由にしたが，自由にな
った労働組合は，もはや企業を自己の目的に従属させ
る力を失ない，企業との間の交渉のみにその機能を限
定された。その働きは，折から日本資本主義の再建の
進行と照応して，企業が，資本と労働とが作り出す共
同体とも云うべきものから，資本蓄積の装置に転換す
る場合の障害物を除去する結果となった。一言で言え
ば，戦後的労働組合の自己解体を成し遂げ，労使関係
を構成する資本と労働という当事者を作り出したので
ある。
　とはいえ，労使関係の当事者としての労働組合は，
その後も続いた労働組合運動の混乱を経ずには完成さ
れなかった。労働組合が企業を従業員の自治体として
いた間は，むしろ安定を生み出す要素であった混合組
合という特徴は，交渉主体としての労働組合にとって
は絶えず分裂の芽を生み出す要素となったし，とくに
職制を包含しているという特有の組織形態は，のちに
日産争議で集中的に表現されたように，企業別組合の
脆弱な体質を形成していた。したがって正確に言え
ば，民主化同盟による組合民主主義を目的とした民主
化は，日本資本主義の基盤と不完全な労使関係とを同
時に生み出したのである。
　　3．　「近代的労使関係」の形成とそれへの抵抗
　（1）　「民主的労使関係」と「近代的労使関係」のず
　　れ
　この不完全な労使関係を完全なものとする作業が，
民同派労働運動を自らをそう規定した「民主的労働組
合」にとっての「民主化」であった。日本社会の変革
という戦略にもとついて企業を労働組合運動によって
制圧しようとするのではなく，資本家の経営権を承認
した上で対等の労使関係を形成することが，この運動
の基本路線であった。言いかえれば「近代的労使関
係」の形成がその戦略目標であった。しかし労働組合
運動がこの路線を選んだことは，資本もまたその路線
の上に立って労働組合を受け入れるということを少し
も保障しなかった。占領軍と国内政治権力の圧力のも
とで労働組合が内部分裂によってこの方向に転換した
ことは，資本にとってはただ労働組合の後退としか映
らなかったし，弱体化した労働組合と妥協する必要は
資本にはなかった。分裂を起したことが非であった
か，分裂せざるを得ない状況を作り出したことが非で
あったかは別の大きな問題であるが，労働組合運動が
新たな安定の様式を選ぶことができる立場にはなかっ
たことだけは確かである。
　事実の経過としては，民間派が主流になってからの
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労働組合運動は，企業整備，レッド・パージ，果ては
「職場防衛運動」というヒステリックな経営者の反共
キャンペーンの中で，有効な労働組合活動を組織する
ことはできなかった。民同派労働運動の総力を結集し
た1950年の「三月闘争」もドッジ・ラインの壁をゆる
がすことができず，大規模な闘争も成果の面から見れ
ば不満足なものに終った。この間の経営者は「解雇は
経営権」というような，「戦後民主化」の基準からす
れば不当極まりない，しかし「近代的労使関係」にお
いては労働契約という本質上当然な原則を，着々と具
体化していた13）。総評に結集した「民主的な労働組
合」は，労働組合員のどの層から見ても，「民主的」
な労使関係を作り出すことには無力だったのである。
朝鮮戦争開始とともに，総評は急速な左旋回の過程に
入り込むが，この現象は，日本の国民の反戦感情の強
固さを示すものであったことはもちろんであるが，そ
のもうひとつ重要な要因が，民同派労働運動がその主
張を具体化すべぎ労使関係の領域が存在せず，運動を
前進させるとすれば政治闘争にしか出口がなかったこ
とにあると言えるであろう。
　労働組合の交渉当事者としての無力化は，朝鮮戦争
の終結にともなう日本経済の危機の中で完成される。
「動乱ブーム」の中での日本資本主義の急速な回復を
背景に，1952年2月に「賃金綱領」を発表して再び生
活費賃金原則を押し出した総評が，労使関係について
も労働協約の産業別統一の方針を打出して，ユニオン
・ショップ制の確立，組合活動の制限排除人事に関す
る組合の権利などを主張した。この主張が，ドッジ・
ラインのもとで企業の経営権が事実上組合活動を企業
から閉出す形で行使されてきたことに対する反撃であ
り，労働組合を交渉当事者と把握した場合の「民主
的」な労使関係の形成を目的としていたことは明らか
である。しかし，これに反駁する目的で作成された日
経連の「労働協約基準案」は，「動乱ブーム」の終焉
を迎えて日本経済の国際競争力増強を迫られていた経
営者が，どのような労使関係を必要としているかを表
明する機会となり，戦後の労使関係の総決算とも言う
べき画期的な内容を持っていた。詳述する紙幅はない
が，その主張の要点は，平和義務条項の重視，経営権
の明確化，就業規則による規制である。そしてその考
え方の基本的構造を抽出すれば，次のように要約でき
るであろう。
　本来企業内では従業員は経営者の権限に属する「所
有権にもとつく物的施設の保全管理」「雇用契約にも
とづ．く就業義務」「職場の秩序維持」に服すべき立場に
あり，組合活動もこれを越えることはできない。労働
組合の役割はこの条件に服して労働を行なう場合の労
働条件を交渉によって決定することであり，この交渉
結果が協約である。交渉においては労使は対等であっ
ても，交渉の結果として協約が締結されれば，この協’
約に違反しないかぎり経営者は従業員を指揮・命令に
服せしめることができる。したがって従来労働組合の
自由を根拠に主張されてきた就業時間中の組合活動，
企業内での政治活動，組合の会社施設の利用，組合専
従者への特別な取扱い等はすべて制限されるべきであ
り，また協約有効期間中は組合は平和義務に服さなけ
ればならない14）。
　この考え方は，近代的労使関係というものの，かな
り正確な理解にもとついていると言えよう（もっとも
日経連文書は，団体交渉を従業員組合に限定するとい
う自家撞着を含んでいるが）。一言で言えば日経連は，
従業員としての労働者と勇働組合員としての労働者と
を峻別し，従業員を使用者の指揮に服すべきものとす
る原則を確立することによって，結果として労働組合
を企業の外に駆逐することを意図したのである。それ
が日経連の主張にとどまっている限り，例年くりかえ
されていた舌戦以上の意味はなかったが，この場合に
はそうではなかった。1953年の「日産争議」で争われ
た「組合活動に関する覚書案」および「課長及課長代
理を非組合員とする問題」という会社側提案は15），明
瞭にこの日経連の主張を具体化した内容のものであ
り，「職場に根を下ろした組合」といわれていた全自
動車日産分会を相手とするこの争議が，組合の分裂に
よって会社側の圧倒的勝利に終ったことは，日経連の
主張の貫徹を示していた。わが国の労働組合が企業の
外において活動の基盤を確保することができれば，こ
の「近代的労使関係」のもとでも「民主的労使関係」を
形づくることは可能であったであろう。しかし労働者
の権利が従業員としての権利と全く重ね合わされ，従
業員組合以外の労働組合が作り出されない以上，それ
は不可能であった。「民主的労働組合」の運動が予定
していたに違いない，労使それぞれが個有の権利を持
ち，労働組合が企業内で一定の交渉機能を行使すると
いう「民主的労使関係」のイメージは，急速な資本蓄
積を課題とした経営者の近代的労使関係のイメージと
は．共通する部分を持たなかったのであり，労使関係
の近代化はそのまま労働組合の否定に結びついてしま
ったのである。
　②　「春闘」が残したもの　　　　　　　　　’
　「春闘」の二十年間はこの失われた労働組合の地歩
を回復する過程だったと言えるだろう。企業内では闘
争を構えることさえできないため，「闇夜を手をつな
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いで歩く」と表現されるように，他の企業の労働組合
との連帯を頼りに．単産によって設定されたスケジュ
ールを「消化」しながら，「統一闘争」を組んで進ん
だのであった。各企業内部での闘争の結集ではなかっ
たから，強固な連帯が組まれたとしても，企業内の合
理化や労務管理の強化に対しては無力に近かった。そ
れが有効な賃金闘争を展開するにいたったのも，資本
蓄積の余りに急速な進行によって資本自らが招いた，
労働力不足という外部条件に大きく依存していた。い
わば「春闘」は，企業内での実質的な交渉力を奪われ
た企業別組合が，企業をとり囲む外の経済的要因を力
として労働条件の交渉をすすめた体制であった。その
基本的な交渉力は，したがって，企業別組合の独自の
交渉力とは異なる産業別労働組合としての交渉力であ
り，その意味で「春闘」は産業別統一交渉だったので
ある。
　しかし，産業別交渉を進めて行くためには，産業別
連合体に集まった労働組合が，この交渉のために設定
されたスケジ、ユールを消化して統一交渉に参加する実
体がなければならない。スケジュールの消化だけは企
業別組合が独自に果たさなければならない労働組合機
能であり，それだけの機能は企業別組合が回復しなけ
ればならなかった。「組織づくり」というスローガン
をかかげて，各企業別組合が孜孜としてその努力を重
ねたことは確認しておかなければならない。そしてそ
の努力は確かに労働組合機能の回復につながったので
ある。さまざまの労働市場的指標や企業経理的指標と
「春闘」の成果との相関関係は強く，「春闘」は結局，
団体交渉よりは日本経済の高度成長という経済現象以
外の何ものでもなかったようにも見えるが，経済的環
境を企業内の労働条件に反映せしめる過程は，言うま
でもなく「自然」な過程ではなく，企業内の労使交渉
の手続きであり，この手続きを構成する当事者として
の労働組合を前提としていることを見逃すべきではな
い。
　この企業別組合の機能の一定の確保によって，日本
の労使関係は形式的な整備を完了したといえる。ただ
し，公務員および公共企業体においては法制的な制限
が労働組合に加えられ，いわゆる「スト権」問題を残
した。またそれをめぐって不当労働行為という，労働
組合の権利に対する侵害が問題になったし，民間にお
いても思想の自由や少数派労働組合運動に対する抑圧
が引続き問題となった。そして労働組合はこれらの
「非民主的」な弾圧と闘わなければならなかった。し
かしこれらの問題が提起されたことは，反面で労使関
係における権利関係が客観的な基準を持つにいたった
ことを示していると言えるであろう。言いかえれば労
使関係が「民主的」であるか否かは，このような「近
代的労使関係」の諸基準が満されているか否かによっ
て判断されるところとなったと見られる。労働組合の
交渉力が強化されるとともに，かつて労働組合の否定
と同義であった「近代的労使関係」に，資本主義社会
の原理としての民主主義を具体化せしめたのである。
　ところで，産業別交渉と企業別組合の地位の回復と
いう二つの側面を持つ春闘は，その規模の大ぎさや集
中度の高さにおいては国際的にも比較するものがない
ほどの大闘争でありながら，労使関係は顕著な協調性
を保つという特異な展開を示したが，それは春闘の産
業別交渉としての側面の優位，したがって企業別組合
の地位回復が経営権と衝突するまでにはいたらなかっ
たという事情によっている。産業別交渉が，組織とし
ての機能が依然として大きくないにもかかわらず，経
済的環境の良さのために着実な成果をもたらしたこと
が，企業別組合の機能回復の必要を相対的に小さくし
ていたと見ることができるであろう。したがって，交
渉当事者としての労働組合の「組織的力能」は大きな
ものではなかったのである。なぜならば，産業別交渉
はその組織的基盤が連合体，それも大企業労組の利害
調整が優先するゆるい連合でしかなく，労働条件を規
制する組織体としての安定性を持ち得ていないからで
ある。
　高度成長という経済的環境の解消とともに，このよ
うな労働組合機能の実態は明瞭に示された。「春闘」
の賃金水準を規定していた主要な要因のひとつである
求人倍率の低下とともに，賃金上昇率が急落しただけ
ではなく，雇用調整が広汎に進行し，これを抑止する
有効な手だてが労働組合運動に見出されていないこと
は周知のところである。労働組合は経営者が決意した
企業運営を制約する，それ自身の企業運営への発言権
を回復するにはいたっていないのである。このような
観点に立てば，春闘開始前に日経連が作り出した「近
代的労使関係」の本質は，二十年間の春闘の経過に耐
えており，その間に「民主的労使関係」は，団体交渉
システムの整備という点では著しく進んだにもかかわ
らず，日本の労働者が彼らの「民主的権利」と意識す
るものを含んだ内容では形成されていないと言わなけ
ればならない。
　（3）日本労働組合にとっての「民主化」
　以上の考察を経てわれわれがかなりはっきりと見る
ことができることは，戦後の日本社会で民主主義が資
本主義経済の機構を構成する諸階層間の民主主義的な
権利関係として具体化されたときには，日本の労働者
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階級が「民主的」と考える社会関係は実現されてこな
かったという事実である。丁日本の労働者階級が「民主
的」な社会関係として意識している最も基本的なこと
は，企業体の中での公平な処遇であり，この公平とい
う原則は，従業員としてのつつましい権利から，企業
の運営についての発言権まで，その時々の労使の力関
係に応じて適用される領域を変化させるが，その最大
限に拡張された状態は，戦後の民主化の中で起ってい
た。その後の変化を経て形成された団体交渉システム
としての民主的労使関係は，これにくらべれば不十分
な民主的関係であって，せいぜい民主的関係を実現さ
せるための手続きにとどまるものであった。西欧社会
においてこの手続きそのものが民主主義の制度的定着
として位置づけられていることと比較して，それは顕
著な特徴を構成している。
　労働者階級が階級の利益を守るための機構を確保す
ること一団体交渉制度を確保することはその最も典
型的な形式である一が，民主主義の実現としては不
完全な状態とされるならば，労働者が階級的に自立す
ることに対しても，それだけでは完全ではないという
価値判断が下されることになる。労働者の労働組合へ
の結集がいかに強化されてもttそのこと自体は日本の
労働者階級の考える民主的労使関係と同じでほない。
今日まで労働組合運動が組織強化のために労働者の企
業意識の脱皮を課題として掲げ，いわば労働者の「非
従業員化」を追及してきたにもかかわらず，・ほとんど
本質的な変化を生み出し得ないできたことは，このよ
うな価値観とつながりがある。「非従業員化」するこ
とは，むしろその民主主義的価値の実現からの後退で
あるという認識の方が，日本の労働者にとっては現実
的なことだったのではないであろうか。
　そうであるとすれば，労働組合機能を労働者の従業
員的属性を規定する要因から離れた領域で追及するこ
とは，労働組合の基盤を徒らに狭めることになるであ
ろう。むしろそれらの要因に対するコントロ　一一ルこ
そ，わが国の労働組合にとって最も重要な機能でなけ
ればならない。労働組合が日本の労働者階級の間でそ
の意義を最も大きく評価され，最も大きな権威を保つ
道が，労働者の従業員的属性一昇進，職制への登用
など一べの労働組合の影響力の強化であり，企業の
経営方針への積極的介入であるとするならば，労働組
合がこれらの領域から眼をそらすことは誤りである。
これらの領域を労働組合運動にとってのタブーとする
主張は，労働組合を「近代的労使関係」の中での位置
から評価するものであり，交渉者としてその役割に蛍
働組合の役割のすべてを見ている立場からの主張であ
る。そしてこの立場は，戦後の日本の労働組合の歴史
から判断するかぎり，現実的ではないと言わざるを得
ない。
　この仮説は，わが国の労働組合が現に持っている交’
渉力の大きさをひとまず捨象した上での仮説であり，
現実の政策として有効であるための客観的条件の有無
を未だ検討していない。労働組合運動の経営参加路線
に関心を強めることを含意とする仮説は，わが国の企
業経営の特質についてのさらに慎重な分析をまっては
じめて提言となることができるであろう。しかし，ド
ーアが描き出しているような共同体的な体質が本当に
日本の企業の体質であるとするならば16），労働組合運
動の発展は，彼がその限界を指摘しているイギリス型
の近代的労使関係をいまさら充実する方向においてで
はなく，日本の労働組合運動がかつて試みた，企業を
労働者の自治領域にする方向においてこそその可能性
が見出されるのではないであろうか。それには，すで
に読売争議との関連で指摘した内部矛盾が明確に存在
しているが，その存在は，この展望が現在における有
力な選択肢であることを否定するものではないであろ
う。
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